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ま え が き 

  

急速な高齢化の中で、エイジフリー社会（年齢にかかわりなく能力を発揮して働ける社

会）の実現が議論されている。生涯を通じ、自己の能力を多様な形で最大限に発揮したい

各個人、競争力の維持のため能力管理を強めたい各企業、急速な高齢化の中で、幅広く支

え手を確保しなくてはならない社会全体、それぞれの要請に即応する方向であろう。   

しかし、日本の企業では雇用管理における年齢基準がとりわけ強く、能力・職務重視の

賃金・人事処遇制度が確立していない。年齢にかかわりなく働ける社会の実現に向けた取

組みは、時間をかけ、段階的かつ着実に行わざるをえない。 

 こうした折、EU（欧州連合）理事会は、2000 年 11 月、「一般雇用機会均等指令」を採

択した。宗教または信条、障害、年齢・性的志向による雇用差別を禁止する全体的枠組み

を設定したもの（性差別や民族差別禁止指令は別途あり。）で、2003 年 12 月までに各国に

法制定ないし全国レベルの労働協約の締結を求めている。ただし、年齢、障害については

３年延長できる。この指令には、年功処遇や合理的最高採用年齢の設定など、年齢を理由

とした取り扱いの相違を正当化する規定がある。EU 各国政府がこの指針にどのように対

応し、従来からの長期雇用慣行と年齢差別のない社会の実現を目指した取り組みとの均衡

が欧州ではどのような姿となるのか、わが国でも大変注目を浴びている。 

 本報告書は、厚生労働省の要請を受け、日欧における高齢者雇用政策を、年齢障壁是正

に向けた取組みを中心として取りまとめたものである。昨年 9 月に取りまとめた白表紙報

告書「労働力の高齢化と日欧政府・企業の対応 －年齢にかかわりなく働ける社会の実現

に向けて社会の実現に向けた取り組みを中心として－」の第 1 部と第 2 部を、EU が設定

した 2003 年 12 月の当初期限を越えた時点で、最新のデータを踏まえ再整理したものであ

る。年齢にかかわりなく働ける社会づくりにご関心をもたれる多くの方々のご参考となれ

ば幸いである。 

 なお、この報告書のとりまとめは、岩田克彦（独立行政法人 労働者健康福祉機構賃金

援護部長（労働条件・就業環境研究部門・前統括研究員））があたった。 

 

2004 年 8 月                      

 

                   独立行政法人 労働政策研究・研修機構 

    理事長  小 野 旭  
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